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本研究では、A県A市に、東日本大震災発災慢性期に開設された、福祉避難所の入所者 49 人のう
ち要介護認定の一次評価で要支援、要介護１～３と判断された者や、介護認定は受けていないが、そ
れに準ずる支援を必要とする者を併せた 35 人（在所日数平均 82.2 ± 38.8 日、最長 149 日、最短 
5 日）の vital signs (PR: pulse rate, SBP: systolic blood pressure, DBP: diastolic blood pressure), BW (body 
weight), FIM (functional independence measure）、機能的自立度評価 (functional independence measure: 
FIM) 利得について、福祉避難所の効果を検証することを目的とした。vital signs は同時に測定・記
録されており、それぞれ 1,223 回の数値を得た。測定回数の平均値は 34.9 回/人であり、最小値 6 
回/人、最大値 86 回/人であった。BW は、350 回の測定値を得、平均値は 10 回/人であり、最小値
は 3 回、最大値は 36 回であった。FIM は理学療法士により測定する値であり、対象 35 人のうち 
20 名において入所時と退所時に測定し比較を行うことが出来た。 
避難生活の日数に比例し、仮設環境などによるストレス負荷が蓄積すると仮定して開所からの日数
と全測定値の経時的変化を検討した。結果、福祉避難所開設中に数値が悪化し、病院に搬送された事
例は認めなかった。性別や年齢区分により、vital signs の推移に偏りがあるか検討したが、偏りは認
められなかった。福祉避難所の在所日数 (入所当日、7 日目、14 日目、21 日目、28 日目) と測定
値の推移を性別、年齢区分にて検討した。性別の DBP では、男女ともに滞在 21 日目の測定値が有
意に低下を認めた。PR は、女性で滞在 21 日目、28 日目に有意に低下を認めた。前期高齢者群と
後期高齢者群において、DBP は、後期高齢者で 21 日目に有意に低下を認めた。いずれの測定値も
滞在日数の長期化による悪化は認めなかった。
本福祉避難所の開設期間中に中規模の余震が２回あったためその影響を検討した。PR、SBP、DBP 
について、第1回余震前5日間をA群、第1回余震後の 5 日間をB群、第 2 回余震前 5 日間を C 群
、第2回余震後の 5 日間を D 群とし、変化を検討したが、有意な差は認めなかった。BW は、有意
な変動は観察されなかった。FIM 利得は、入所時と退所時の比較が可能であった21人において、変
化がなかったのは 2 人、増加は 15 人(獲得値: 平均 9.33 )、減少は 4 人（獲得値: 平均 3.25 )であ
った。
以上より、本研究で対象とした福祉避難所において、症状悪化をきたした症例はなかった。
本研究は後方視的観察研究であるが、これまでの国内外の災害においてこのような発災慢性期より
長期間、福祉避難所を開設・運営した事例はない。今回の結果から、急性期のみでなく、慢性期にお
いて生活環境を重視し対象者と人的資源を集中させる福祉避難所の設置が有効であると考える。
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